
Ｈ２７　周南市

都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－１

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－5

人口集中

地区人口

国
 Ｈ27年
（速報値） 144,713 人 k㎡ 人 91,253人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ22年 149,487 人 90,860人 就 22年

調  増加率 △3.2 ％ 656.29 221 92,729人 業 国調

住基  H28.1.1 147,482 人 人 17年

台帳  H27.1.1 148,470 人 (H27.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 平成26年度 平成27年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 69,829,640 65,824,215  基準財政需要額 26,286,537 

2 歳出総額  B 67,695,913 63,092,963  基準財政収入額 20,856,977 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 2,133,727 2,731,252  標準税収入額等 26,787,344 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 201,881 416,463  標準財政規模 36,777,269 

5 実質収支      (C-D)  E 1,931,846 2,314,789 0.807(0.793)

6 単年度収支  F △118,511 382,943  実質収支比率 6.3% 

7 積立金  G 1,158,481 1,245,167  公債費負担比率 15.7% 

8 繰上償還金  H 8,200 0  積立金現在高 11,834,100 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 1,366,015 2,129,895  地方債現在高 87,158,538 
連 結 実 質
赤 字 比 率

-

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 90,000 
実 質 公 債
費 比 率

8.1

 (F+G+H-I) △317,845 △501,785  債務負担行為額 17,521,985 将来負担比率 91.3

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 397,093 234,397 60 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 △170,157 407,114 3 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 △21,119 44,231 1 人 員  市長    　　　(１人) H27.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 7,046,130 0 18 人 の  副市長　 　　(１人) 〃 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 0 301,181 3 人 状  教育長　 　　(１人) 〃 6,900 

の  国民宿舎 無 △17,874 3,404 況  議会議長　　(１人) H15.4.21 5,450 

状  下水道事業 有 241,448 2,396,968 45 人 H15.4.21 4,750 

況  農業集落排水事業 有 0 196,399 1 人 H16.4.1 4,450 

 漁業集落排水事業 有 0 7,463 

 駐車場事業 無 12,056 0 　　一　 般 　職 　員 　等

無 629,180 1,664,284 24 人 1人あたり平均

無 0 65,063 1 人 給料月額（百円）

 後期高齢者医療事業 無 54,816 453,038 6 人 1,143 人 3,272 

無 253,863 1,651,336 19 人 　 うち消防職員 199 人 3,046 

無 0 115    うち技能労務職員 28 人 3,311 

 簡易水道事業 無 96,612 120,916 12 人  教育公務員 27 人 3,285 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 0 5,629  臨時職員 0 人 0 

 合  計 1,170 人 3,272 

 財政調整基金 4,317,502 　物件等購入 4,145,203 土地開発基金

   積立金  減債基金 1,174,511 　保証・補償 0  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 13,376,782 特定資金公共

 (12基金設置) 6,342,087 　実質的なもの 0 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(H28.4.1現在)による。

・構成比は四捨五入によっているので、端数において計は合致しないものがある。

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

債務負担

行為額・

支出予定

 介護保険事業(介護サービス事業勘定)

 一般職員

 国民健康保険事業（直診勘定）

収支額
（純損益又は
実質収支）

 国民健康保険事業（事業勘定）

 介護保険事業（保険事業勘定）

42,857人 

3,522人 22,649人 46,280人 

21,019人 

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ し尿処理

 火葬場 ・ 常備消防

 後期高齢者医療 ・ 交通災害

2,335人 

平成27年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

 議会副議長  (１人)

 議会議員    (２８人)

352152

山 口 県

周　南　市

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

27年度交付税

種　地　区　分

区　　　分

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 24,496,714 37.2 23,443,472 67.4 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 569,282 0.9 569,282 1.6  人　件　費 10,768,279 17.1 9,938,722 9,845,510 28.3 

 利子割交付金 51,494 0.1 51,494 0.1  うち職員給 6,994,933 11.1 6,361,848 - -

 配当割交付金 111,757 0.2 111,757 0.3  扶　助　費 10,831,275 17.2 3,318,426 3,315,880 9.5 

 株式等譲渡所得割交付金 109,533 0.2 109,533 0.3  公　債　費 7,415,279 11.8 7,028,499 7,028,499 20.2 

 地方消費税交付金 2,859,182 4.3 2,859,182 8.2 内  元利償還金 7,415,279 11.8 7,028,499 7,028,499 20.2 

 ゴルフ場利用税交付金 68,652 0.1 68,652 0.2 訳  一時借入金利子

 特別地方消費税交付金 （義務的経費計） 29,014,833 46.0 20,285,647 20,189,889 58.0 

 自動車取得税交付金 103,420 0.2 103,420 0.3  物　件　費 8,506,240 13.5 6,485,920 5,809,182 16.7 

 地方特例交付金 80,405 0.1 80,405 0.2  維持補修費 471,921 0.7 428,043 424,102 1.2 

 地方交付税 8,155,744 12.4 7,228,427 20.8  補助費等 6,510,908 10.3 5,711,442 4,612,376 13.3 

 　　普通 7,228,427 11.0 7,228,427 20.8 1,163,788 1.8 1,074,174 1,073,890 3.1 

 　　特別 927,317 1.4  繰　出　金 5,854,904 9.3 4,742,349 3,991,960 11.5 

 　　震災復興特別  積　立　金 1,844,566 2.9 1,701,484 

　　 （ 小  計 ） 36,606,183 55.6 34,625,624 99.5  投資及び出資金・貸付金 1,436,102 2.3 948,199 

25,387 25,387 0.1  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 分担金・負担金 299,564 0.5  投資的経費 9,453,489 15.0 1,846,913 

 使用料 1,303,532 2.0 94,211 0.3 うち人件費 353,696 0.6 352,496 

 手数料 146,316 0.2  普通建設事業費 9,325,322 14.8 1,763,664  経常収支比率

 国庫支出金 8,081,939 12.3  補助事業費 3,714,706 5.9 189,792    100.7％

 単独事業費 5,187,151 8.2 1,551,632 

 都道府県支出金 3,644,600 5.5  そ  の  他 423,465 0.7 22,240 

 財産収入 190,926 0.3 49,554 0.1  災害復旧事業費 128,167 0.2 83,249    93.3％

 寄附金 153,199 0.2  失業対策事業費  税等総額

 繰入金 2,533,072 3.8  歳　出　合　計 63,092,963 100.0 42,149,997 

 繰越金 2,133,727 3.2 

 諸収入 2,631,870 4.0 3,735 

 地方債 8,073,900 12.3 

うち臨時財政対策債 2,761,000 4.2 

　　　歳　入　合　計 65,824,215 100.0 34,798,511 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75
Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 241,906 1.0 0.7 決算額Ｋ 構成比(％)
建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 7,219,206 29.5 0.6 421,103 0.7 421,103 

 民　税  法人均等割 483,909 2.0 2.0 7,717,150 12.2 302,881 6,567,250 

 法人税割 1,950,155 8.0 △26.7 19,830,846 31.4 141,434 10,311,131 

 固定資産税 12,172,861 49.7 △3.0 11,858,680 5,095,908 8.1 75,535 4,622,534 

12,071,159 49.3 △3.1 100,325 0.2 61,029 

 軽自動車税 307,720 1.3 0.9 306,805 1,450,060 2.3 644,019 845,793 

 市町村たばこ税 1,065,537 4.3 △3.4 1,046,491 1,440,372 2.3 7,936 942,481 

 鉱　産　税 8,536,168 13.5 4,370,251 4,595,131 

 特別土地保有税 2,345,753 3.7 296,963 2,047,104 

 　小　　　　計 23,441,294 95.7 △4.4 23,787,488 8,611,832 13.6 3,486,303 4,624,693 

 法定外普通税 128,167 0.2 83,249 

 旧法による税 7,415,279 11.8 7,028,499 

 目　的　税 1,055,420 4.3 △3.6 

 入湯税 2,178 5.5 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,053,242 4.3 △3.6 

 水利地益税等

 　合　　　　計 24,496,714 100.0 △4.3 23,787,488 　　　合　　　　計 63,092,963 100.0 9,325,322 42,149,997 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,500円 　　50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 98.7% 24.4% 94.5% 

個人分 標準税率  3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 99.3% 20.5% 96.4% 

 民　税 適　　用 法人税割 12.1% (％)      市  税　合　計 99.1% 22.6% 95.8% 

 経常経費充当一般財源計

44,881,249千円

内
　
　
訳

34,798,511千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

農 林 水 産 業 費

327,855 

327,855 

特 別 区 調 整 納 付 金

Ⅲ－１

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

35,027,509千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時
財政対策債を経常一般
財源に加えた経常収支比
率

 超過課税分
　　　区　　　　分

327,855 
2,645,777 

前 年 度 繰 上 充 用 金

7,929,735 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

 国有提供施設等助成交付金

 交通安全特別対策交付金

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

うち減収補てん債特例分

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

H17

H12

H22


